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第 11 回 消費増税の影響 
 

（日本の税制と経済の将来） 
 

 
会計と経営のブラッシュアップ 

平成 26 年 12 月 8 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、次の各書等を参考にさせていただいて作成した。(平成 26 年度税制改正に関する提言 全国法人会総連合) 
(増税凍結こそ財政再建への近道だ 高橋洋一著 2013.9 PHP 研究所刊)(ニッポンの論点 10 高橋洋一著 2013.9 ザイ編集部刊) 
(財務省の逆襲 高橋洋一著 2013.11 刊)(ゼロからわかる微分・積分 深川和久 2010.4 河源社刊) 
(アベノミクスと TPP が創る日本 浜田宏一著 2013.11 講談社刊) 
 
 

Ⅰ．増税と財政再建 
 

 

増税は実行された。賃金上昇と中小企業の活性化は未だである。 

一体改革という言葉の前に記された「経済社会の変化に対応した」という形容

詞を忘れることなく、消費増税を 1～2 年延長して、民間投資喚起による成長

戦略という「三本目の矢」を第一に実行すべきであった。特に、規制改革を中

核とした成長戦略の成果を得た後に税の増収を図るべきであり、順序が逆であ

った。 
 
 
１．法人税率の引下げ 
 

(1)税は成果の配分であることの認識 

損益計算書を見ればよく解る。売上高という経済活動のボリュームが先に

あり、その成果である付加価値、利益があって、その成果の配分としての

税がある。損益思考を尊重し、税の位置付けを明確に認識すべきである。 
 

(2)法人税率の引下げ 

法人税の実効税率は、平成 23 年の税制改正により 40.69％から 38.01％、

平成 26 年 4 月以降の 35.64％へと引下げられた。 
しかし、世界の法人税率と比較すると、アジア地域 25％、米国 30％以下(予
定)、イギリス 23％、ドイツ 29.48％と税率で 10％高に近い高税率である。 
税制(税率)が、他国より不利(高率)である時は、規制の最もたるものである。

また、中小企業と特別償却等を行う大企業(実際税率 20～25％)との較差も

大きい。 
 

(3)誤った政策の結果を予測する必要がある 
 

 本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります 

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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２．社会保障と税の一体改革 
 
一体改革という言葉の前に記された「経済社会の変化に対応した」とい

う形容詞を忘れてはならない。変化に対応した社会保障制度とは何か、

どういうものか。経済社会の変化に対応した税の改革とは何かを深く考

え、その結果を予測して実行すべきである。 
 

(1)一体改革とは、税と歳出の改革 
 

(2)増税の前提条件 
 

増税は、価格の up であり、増税の前提は企業の収益増強と消費者の所得の

増加である。 
① 事業者は、コスト up の圧力であり、そのコストをどのように吸収でき

るかということである。→(景気上昇) 
② 消費者は価格 up に対応する収入 up が必要である。→(給与 up) 

 

(3)一体改革による歳出削減 
 

歳出削減の中で重要項目である社会保障の充実を考えるべきである。 
 

(4)社会保障制度のあり方に対する基本的考え方 
 

社会保障の改革とは、負担をいかに抑制し、適正な給付をいかに確保する

かにかかっている。負担の抑制を具体化し実行することができるか否か。

抑制化・重点化・効率化による持続可能な社会保障制度の確立がなければ

財政健全化も達成できない。 
 

 

３．財政の健全化に向けて 
 

(1)財政健全化目標 
 

デフレを脱却しなければ税の増収は困難であり、将来の経済成長も財政の

健全化も達成できない。財政規律の欠如は、国債への信認を失い長期金利

の急上昇など安定した経済成長は期待できない。 
 
(2)行政改革の徹底 
 

財政改革は歳入増と歳出削減の二方策しかない。税の増収は、経済成長の

成果と考え、先に増税に頼ることは本末転倒である。経済成長と併せて確

実な歳出削減に成功できなければ将来はないということを認識して、経済

成長を図り、社会保障費をはじめ各歳出分野の削減目標を明確にする必要

がある。 
 

(3)健全化を達成するための個々の積上げが必要である。  
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財政再建の順序は？ 
 

H26.12.01 
H26.02.24 

 
A→B→C か？ C→B→A か？  

   
   
 
 財政再建 

 

   
   
   
増 税 経済活性化 

   
  売上アップ、給料アップ 
   
   
   
 歳出削減  
   

 
（何故消費が活性化しないか） 

今日の夕方、コザで乗ったタクシーの話好きなドライバーとの会話である。 
“忘年会などはどうですか。去年より景気がいいようだが” 
“いや景気は良くないね。特に自分たちには……” 
“何故？ 街は賑やかな感じだが……” 
“消費税でさっぱりだね。4 月から消費税が up してこたえるね。今まで 1 日

の水揚げが 30,000 円とすると、3％の 900 円が売上から差引かれると言った

感じ。スーパーで買物をしてもついつい弱気になる。” 
“やはり、収入が上らないことにはね。” 
“スーパーの従業員も給料が上がらない。みんな買物にビクビクしている。” 
“なるほど……” 
“給料や売上をアップしてから、消費をさせてそれでも不足なら、強気に消費

税を上げるべきだったね。政府はそんなことが解らないのかね。ハハハハハ

……” 
“……” 

A B 

C 
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４．増税の影響とアベノミックス 
H26.12.01 

 
消費税が 5％に上がると、単純(直線的)には、次のような感じを受ける。 
これは、私の個人的な感想であるが… 
 

 消費増税  受けとめ  結果  望ましい解決策 
        
消費者 5％  14 兆円の 

物価上昇 

(高い買物) 

 消費減少  給与 5％アップ

など収入増加 

        
        
事業者 5％  14 兆円の 

原価アップ圧力 

(高くなる原価) 

(競争激化) 

 コスト上昇 

又は 

値上げ 

 売価 5％アップ

でも売れる経済

環境 

        

        

政府等 5％  14 兆円の増収  財政支出  増収による財政改革 

     (政治、官の権限増大)   
 
アベノミックスと今回の消費増税が 1997年のような経済失速を招かない

ためには、単純に言えば、消費者の給与等のアップ又はアップ期待が必

要であり、また事業者の景気上昇又は上昇期待が必要である。 
 
 
５．増税の影響 
 

税率を上げることだけが財政を救済することにはならない。消費増税 3％
で社会的損失は△3％（政府＋3％）で済むのか。 
 
エール大学の浜田宏一先生のご講演によると、消費税が増税されて、そ

れが物価に上乗せされると、当然、消費需要は減退する。即ち、国民全

体の需要を減少させ、国民所得を減少させる。価格メカニズムは、生産

者の生産による販売価格がどれだけかかり、それに消費者がいくら払う

かを媒介として、資源の分配を能率的にしようとするものである。とこ

ろが消費者の支払った税が政府だけの懐に入るとなると消費者のシグナ

ルが生産者に伝わらなくなる。生産者のコストも、増税でしか消費者に

伝わらなくなる。 
このように税は、需要のシグナルと供給のシグナルの間に楔を設けるの

である。消費税の増税率が 8％になると、社会的な損失は 3％ではなく、

その増税割合 1.6 倍(8％÷5%)の 2 乗、つまり 7.7％(1.6^2＝2.56)となる

のだ。
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これに関して浜田先生は近著（アベノミクスと TPP が創る日本 2013 年

11 月 講談社刊）において、「消費税率引き上げは、カニ（国民）から猿

（財務省）がおにぎりを奪おうとするもの。（中略）国民から今すぐおに

ぎりを取り上げ空腹にさせるほどのものではないことは確かです。」と。

2 年に渡る日本の世界に例のない大幅な消費税引上げを（いずれは必要と

しても）かなり急激な変化として賛成はされていない。 
 
(5) 社会保障財政の長期見通し 

ＥＵでは、加盟国が 50 年先までの人口に依存する財政支出(社会保障

財源を含む)を予測することによって、財政運営の課題を明らかにす

る作業が定期的に行われており、日本においても、社会保障財政の長

期見通しを行ない課題を明らかにする必要がある。現在だけを考えて

負担を先送りにすると事態はより悪くなることを理解すべきだ。 
 

 

(6) 財政再建の見通し 

消費税 10％で財政再建は出来るかというと、それは全く不可能である。

社会保障給付費は年 103 兆円、その中で△41 兆円が不足している。6

頁にもあるが、消費税率 5％引上げ分をすべて社会保障財源に回して

も、不足分は尚△17 兆円が不足分となる。 

 

確かに、高齢化が進展する将来に向けて、現在の社会保障負担を先送

りするのは問題である。しかし、社会保障負担の増も現在の社会情勢

の変化の一つであり、このような変化に対応する抜本的な対策が必要

である。27 兆円もの消費税を社会保障費に投入するとはあきれはてた

行為であり、それでも足りない社会保障費を課税として消費税の再増

税を画するような国家の将来はない。 

 

人口減少問題もあるが、高齢化問題も重要である。高齢化にもかかわ

らず、過去の時代の社会保障制度を維持しようとすることが問題であ

る。△17 兆円の不足は、増税後の消費税率を更に 7％程度の引上げが

必要なのである。 

 

人口減少と高齢化問題を考えると、消費税 17％以上が必要になる。 
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増税と経済成長 
 

 

(H1 1989 年の増税） 0%→3% 

 非正規比率 （ 20％ ） (厚生労働省 賃金措置基本調査) 

(10 人以上民営事業所 6 月分) 

 

(H9.4 1997 年の増税） 3%→5% 

 （ 24％ ） 

 

 

（H26.4 2014 年の増税） 5%→8%、10% 

 

 

 

 

年 度  実質 GDP  前 期 比  賃 金指 数  前 期 比    
  兆円 %  千円 %  増税前 増税後 

1986 (S61)  378.0  2.8  220.6  3.2    

1987 (S62)  396.9  5.0  226.2  2.5  4.8  
1988 (S63)  423.3  6.7  231.9  2.5    
1989 (H1) 

 

441.6 4.3 

 

241.8 4.3   △1.7 
1990 (H2)  467.9 6.0  254.7 5.3   

3.1 
1991 (H3)  478.0 2.2  266.3 4.6   

1992 (H4)  483.1  1.1  275.2  3.3    

年 度  実質 GDP  前 期 比  賃 金指 数  前 期 比    
          

1994 (H6)  490.7  1.1  288.4  2.6    

1995 (H7)  502.8  2.5  291.3  1.0  2.3  
1996 (H8)  520.1  3.4  295.6  1.5    
1997 (H9) 

 

521.3 0.2 

 

298.9 1.1   △1.1 
1998 (H10)  518.4 (-)0.6  299.1 0.1   

1.2 
1999 (H11)  525.7 1.4  300.2 0.5   

2000 (H12)  540.4  2.8  302.2  0.5    

年 度  実質 GDP  前 期 比  賃 金指 数  前 期 比     
           

2011 (H23)  509.3 (-)0.6  296.8  0.2     
2012 (H24)  519.3  2.0  297.7  0.3  1.1  
2013 (H25)  529.4  1.9        

      （ 38％ ）   △1.1～△1.7 
2014 (H26)            
2015 (H27)           △0.6 
2016 (H28)            
2017 (H29)            
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５．法人実効税率 
 

 

地域等  2000 年  2013 年  2014 年→  
  ％      
OECD  33  25    
        
EU15 ヶ国  35  26    
        
アジア 10 ヶ国  28  22    
        
日 本  40.8  38.0  35.64 25.0？ 
        
韓 国  27.5  24.2  24.2  
        
中 国  33.0  25.0  25.0  
        
イギリス  30.0  23.0  20.0  
        
ドイツ  38.4  29.6    
        
アメリカ  41.0  40.8  30.0  
        
シンガポール    17.0  17.0  
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カルロス・ゴーンの日産リバイバルプラン（国家債務の両建） 

 
（ 会計にふくらみを 44 ） 

 
 

平成 24 年 12 月 5 日（水） 
 
有名なカルロス・ゴーンの日産リバイバルプランの実行の時の損益計算書は

次の通りである。それはやらなければならないことをやった結果である。 

 

科 目 1998 年度 
(1998/4～1999/3) 

1999 年度 
(1999/4～2000/3) 

2000 年度 
(2000/4～2001/3) 

2001 年度 
(2001/4～2002/3) 

2002 年度 
(2002/4～2003/3) 

 

 十億円 十億円 十億円 十億円 十億円  

売 上 高 6,580 5,977 6,090 6,196 6,829 ③ 
売 上 原 価 4,922 4,570 4,634 4,547 4,872 ①② 
割賦販売利益調整高  0 2 0 1 ―  
売 上 総 利 益 1,659 1,409 1,456 1,650 1,956  
(売上総利益率％) (25.2) (23.6) (23.9) (26.6) (28.6) ② 
販売費及び一般管理費  1,549 1,326 1,166 1,161 1,219 ① 
営 業 利 益 110 83 290 489 737 ④ 
(営業利益率％) (1.7) (1.4) (4.8) (7.9) (10.8)  
営 業 外 収 益 116 62 89 27 61  
営 業 外 費 用 202 146 97 102 88  
経 常 利 益 24 △2 282 415 710 ④ 
(経常利益率％) (0.4) (△0.0) (4.6) (6.7) (10.4)  
特 別 利 益 30 39 88 67 89  
特 別 損 失 55 750 81 118 105  
税金等調整前当期純利益  △1 △713 290 364 695  
法人税、住民税及び事業税  14 41 68 87 113  
法人税等調整額 12 △31 △131 △102 86  
少数株主利益 1 △38 21 7 1  
当 期 純 利 益 △28 △684 331 372 495 ④ 

 

1999 年 3月末日、日産の最高責任者となる 

① 販管費など固定費の削減（歳出削減－出ずるを制す）に着手する 

ルノーとの部品の共通化、購買の共同化、不振工場の閉鎖、子会社の統廃合、

余剰資産の売却、早期退職制度による人員の削減（余剰生産能力の削減） 

② 原価の削減による売上総利益(率)の向上（事業の再構築） 

③ ①、②の後 売上高を上げる（明確なビジョン、従業員のやる気、ブランド力） 

2006 年度の売上高は 10,468 十億円、販売台数は 260 万台から 380 万台へ 

④ 営業利益、経常利益、当期純利益が上がる（Ⅴ字型回復） 

1998 年に 2兆円あった有利子負債を削減、2003 年 6月には全額返済する 

 
会計的に見ると、ゴーン氏の日産再建は、売上をあげることは後にして、先

ず(1)余剰生産能力の削減、(2)事業の再構築、ムダの排除と質の向上で利益を、

その後 (3)売上の拡大により、更に利益の増加を図るという順序であった。 

“60 秒でサッと読めます” 



12 

 

 



13 

 
 

 



14 

 
 

 


























































